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雇用における男女平等に関する要請 

 

 

 貴職におかれましては、益々ご活躍のこととお慶び申し上げます。また、日頃は連

合山形の活動に対しまして、ご高配を賜っていることに深く感謝申し上げます。 

 

 連合は、男女が平等に、均等な機会と待遇で、仕事と生活を調和させながら働き続

けることのできる、「働くことを軸とする安心社会の実現」をめざして取り組んでい

ます。雇用者総数に占める女性の割合は 4 割を超え、働く女性がますます増える中、

女性が就業を継続し、活躍できる環境を整備することが重要です。 

 

 4月 1日より、すべての働く女性の活躍推進のための「女性の職業生活における活

躍推進に関する法律」が施行されました。また、来年の１月１日には、「改正育児・

介護休業法」が施行されることとなっています。これらの改正法の内容を周知し、趣

旨を徹底していくために、雇用環境・均等室の果たす役割は大きく、連合としても緊

密な連携をはかりつつ、労働者の処遇改善の促進に努めて参りたいと考えております。 

 

 つきましては、貴職に対し、以下の要望事項の実現に向けて対処していただきます

よう、要請いたします。 

 

 

 

 

 

 



 

記 

 

１．女性活躍推進法に基づく行動計画を策定するにあたっては、現状把握項目に男女

間の賃金格差を盛り込むことが、経年的な施策の効果検証を図る上で不可欠である

旨の周知を行うこと。 

 

２．女性活躍推進法に基づく行動計画を策定するにあたっては、非正規労働者も含め

たすべての労働者を対象に、各項目を雇用管理区分ごとに把握することが重要であ

る旨の周知を行うこと。 

 

３．女性活躍推進法に基づく行動計画の積極的な実施、および求職者に資する情報提

供を促進するため、各企業における女性活躍推進企業データベースの活用を各企業

に促すとともに、各企業が多くの項目を公表するよう取り組みを進めること。 

 

４．女性活躍推進法に基づく認定制度の積極的な活用を企業に促すために、認定制度

に関して周知するとともに、近隣の地方自治体の公共調達における女性活躍推進の

取り組みの情報提供をあわせて行うこと。 

 

５．新たに雇用環境・均等室へ組織改編されたことによる、担当分野の拡充を活かし、

あらゆるハラスメントに対して、一元的かつ積極的な対応に努めること。その際、

性的マイノリティへのハラスメントについては、性的指向や性自認の基礎知識を踏

まえた上で対応すること。 

 

６．仕事と育児・介護が両立できる就業環境の整備に向けて、事業主・労働者に対し

て、改正育児・介護休業法の周知を徹底させること。 

 

７．非正規雇用労働者が働き続けられる環境の整備に向けて、改正育児・介護休業法

における有期契約労働者の育児休業および介護休業の取得要件緩和について、事業

主・労働者に対して広く周知を行うとともに、相談・指導を強化すること。 

 

８．介護離職の防止に向けて、両立支援制度や介護保険サービス等の情報提供を行う

とともに企業における助成金の支援と周知、さらに相談窓口の設置を促進すること。 

 

 

以上 


